



















その後、明治 31 年 5 月下旬の商法修正案理由書の第 680 条は、現行商法第
846 条と同じ文言となっている⑵。
政府は、2016 年 10 月 18 日に「商法及び国際海上物品運送法の一部を改
正する法律案」（本稿では、商法等改正法案と略す。）を閣議決定し、第 192
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ｃ） 1995 年商船法 189 条（4）項：生命あるいは身体傷害のロスの場合の負
担部分（contribution）。
ｄ）1981 年最高裁判所法 21 条（6）項。

















New Eagle、The Neptune、The Luisa であるが―に依拠しているが、The 




















































































る。実際、The Leoborg No.2 事件において、当該船員の賃金や本国送還の費
用を支払ったが、（特別の諸理由のために）賃金のための 1海上リーエンを付






ルを Lushington 博士が定めた、The Cornelia Henrietta 事件と、The Janet 






した。The Leoborg No.2 事件は、当該裁判所の権限なく、支払った当該自
発的行為者は、リーエンを持たず、ただ、necessariesman の地位を付与さ
船舶先取特権の譲渡・代位（志津田） 117






























































































ａ）破産および倒産法（The Bankruptcy & Insolvency Act）；
　　 破産および倒産法 68 条（1）項から（4）項の下で、破産管財人は、自分
に、当該破産者の賃金の部分を、1裁判所の決定・命令（order）に
より、譲渡しえたであろう。




















リ－エンがある特定の人に帰属する 1つの人的権利（a personal right）で
あるということである。代位を拒絶したThe Petone 事件は⒆、特にカナダ











された。Perty Charles Bonham v. The Sarnor 事件において、1海員の賃金
リーエンの当該技師への譲渡は、不可能である、という見解が持たれた。当
該判例（jurisprudence）は、審査され、The Petone 事件は再びよりどころ






る。それは、Ross v. the Aragon 事件の傍論（obiter）で示唆されている。
あるいは、当該船員の賃金を求める当該船長の場合で、Percy Charles 







A.J.Bjerre v. The J.L.Card 事件において、賃金の譲渡は「形式上絶対的
で」、1譲渡が「絶対的」であることを要する法的譲渡に疑いなく言及して
いる。当該譲渡は、それにもかかわらず認められなかった。他の諸判決は、
賃金の譲渡を認めていないが、この中に McCullough v. The Samuel 
























1． The assignment of subrogation to a claim secured by a maritime lien 
entails the simultaneous assignment of or subrogation to such maritime 
liens.
2． Claimants holding maritime liens may not be subrogated to the 
compensation payable to the owner of the vessel under an insurance 
contract.
江頭教授は、93 年条約第 10 条について、次のように述べている23。
「本条につき 1967 年条約と異なる点は、新たに第 2項が付加された点であ
る。これは、1926 年条約 4条 3 項にあった同種の規定を 1967 年条約が削除
したことは遺憾であるとして、スイスが提案したものが、さしたる議論もな
く受け入れられたものである。ただ、①本条 2項が、本当に 1926 年条約第














た場合には（商 848 条 3 項24。民 372 条・304 条）、その代位物（たとえば競
売代金・損害賠償請求権）の上にのみ抵当権が存在する（物上代位権）。
船舶抵当権はその属具に及ぶが、その範囲は抵当権設定当時のものである



























るが、例えば、同法案第 1条の中の、商法第 842 条・第 843 条と、同法案附
則第 39 条の船主責任制限法第 95 条、同法案附則第 41 条の船舶油濁損害賠






























 　一 船舶について抵当権を設定すること。 




















 　一  船舶の運航に直接関連して生じた人の生命又は身体の侵害による損害賠償請求権
 　二  救助料に係る債権又は船舶の負担に属する共同海損の分担に基づく債権 
 　三  国税徴収法（昭和三十四年法律第百四十七号）若しくは国税徴収の例によって徴
収することのできる請求権であって船舶の入港、港湾の利用その他船舶の航海
に関して生じたもの又は水先料若しくは引き船料に係る債権 
 　四  航海を継続するために必要な費用に係る債権 





































































































































































⑸ William Tetley, Maritime Liens and Claims，2nd ed. 1998, at pp.1220 -1231;
 D.R.Thomas, Maritime Liens,1980,at pp.265 et seq.
⑹ Tetley,supra note 5.at pp.1220 et seq.
⑺ Tetley,supra note 5.at pp.1221 et seq.
⑻ Thomas，supra note 5　パラグラフ 472，1 つの名称の分からない引用判例， （1696）
 Fort. 230, 92. E. R. 830 ; Holland v. The Money Arising from the Sale of the Royal 
Charlotte, （1768） Burrell 76, 167E.R.479 ; The Louisa. （1848） 3 W.Rob.99, 166 
E.R.900。当該海上リーエンの当該対物的権利は、人的かつ移転不可能なものと考えら
れていた。Tetley, supra note 5 at p.1221 n.26.
⑼ U.K.1995,c.21（以前は、1970 年連合王国商船法第 36 章 11 条（1）項（b）号）。1995 年
法 39 条（1）項によって、1海員は 1難破の場合、賃金に対する自らのリーエンまたは
諸救済方法を放棄しないかもしれないが、この規定は、譲受人によって全額を支払わ
れる際に、自らのリーエンを譲渡する権利に影響を与えることができるはずがない。
しかし、The Rosario,（1866）2 P.D.41、45 頁を見よ。Tetley, supra note 5 at p.1221 n.27. 
⑽ U.K.1986,c.45。当該法律の 436 条の「property」の広義の定義を見よ。そこでは、債
権的財産（things of action）を含んでいる。Tetley，supra note 5 at p.1222 n.28。
⑾ 6 Edw.7,c.41。一般的には、D.C.Jackson,Enforcement of Maritime Claims,2 ed., 1996, 
p.410. Tetley, supra note 5 at p.1222 n.32．













 　当該被告達からの申し立て。当該蒸気船の Petone 号事件の当該所有者達は、当該
原告達の訴訟原因が、彼らにリーエンまたはアレスト権を付与しなかったという理由
で、1対物令状は取り消されるべきである；そして、結果としての救済を求める。
 　当該原告達は、London の William H. Watson & Co. であった。当該被告達は、
Cardiff の the Petone Shipping Company，Limited であった。




 　アレストの令状のための当該関係事項申立書の日付は、1917 年 6 月 20 日であり、
そして当該令状を導くべき宣誓供述書は、以下のことを証言した。すなわち、当該原
告達は、1917 年 1 月 3 日かそれくらいに、当該船員達の賃金のためにおよび船長とし
て彼によって支払われた立替え額のために、当該船長に金銭を支払ったことを。そし
て、1917 年 1 月 25 日かそれくらいに、当該船舶の 3人の職員のニュージーランドの
地に行く運賃のために金銭を支払ったことを。Petone 号は、アレストされ、そして、







の J.Montogomery & Co. によって所有され、ニュージーランドのリトルトンで登記
（録）された（registered）。J.Montgomery & Co. とロンドンのCunningham,Shaw & 
Co.,Limited との間での 1916 年 7 月 1 日付の合意によって、J. Montgomery & Co. は、
当該船舶をCunningham,Shaw & Co.,Limitedに売却することを合意した。当該船舶は、
1916 年 8 月 31 日より遅くなく、Lyttelton 湾において引き渡されるべく、そして、最
後の支払は、クライストチャーチで、売買証書と当該蒸気船の引渡しに対して、なさ
れるべきことになっていた。J. Montgomery & Co. は、当該船長と必要な職員および
船員達が Petone 号を連合王国まで運んでいくことを約束すべく合意した。そして、
当該買受人達〔Cunningham,Shaw & Co.,Limited〕は、ダーバンから連合王国に到着
まで 1カ月あたり 250 ポンドを支払い、そして、ニュージーランドからダーバンでの
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荷揚げの完成まで、従事する時間にはその半分のコスト（1カ月 250 ポンドに基づく）
を支払う。J. Montgomery & Co. は、自らの計算で積荷をダーバンに運ぶ自由を有し
ていた。そして、ダーバンまで必要な燃料用石炭と食料を供給しなければならなかっ
た。
 　当該原告達は、この売却に関して、J. Montgomery & Co.の諸代理人として行動した。
そして電信公社による当該合意書（the agreement）に署名した。当該売却は成就さ
れた。そして、Cunningham,Shaw & Co.Limited は、当該船舶を Cardiff の the 
Coalition Shipping Company,Limited に転売した。そして、彼女〔当該船舶〕を、
1917 年 1 月 9 日付の売買証書によって譲渡した。the Coalition Shipping Company, 
Limited は、当該船舶を当該被告達の the Petone Shipping，Limited に転売した。そ
して 1917 年 4 月 24 日付の売買証書によって彼女〔当該船舶〕を譲渡した。その時ま
でに、その船舶の登記〔録〕は、ロンドンに移転されていた。これ以前に、当該船舶
は 1917 年 1 月 1 日かそれぐらいに、Swansea に到着した。
 　当該原告達によってなされた当該諸支払の諸状況は、当該訴訟の対象であるが、当
該原告会社の 1メンバーであるW.Harold.Watson 氏の当該宣誓供述書において、こ
のように述べられている：「当該上述の船舶は、スウォンジーに 1917 年 1 月 1 日かそ






ham,Shaw & Co.,Limited の責任を軽減するに際し、同じことを彼らがするであろう
と誠実に信頼して当該諸支払をした。彼らの合意書の下で、そして当該船舶を前述の
アレストから防ぐべくである。
 　Hill 裁判官は、7月 23 日に上述の諸事実を述べた後、判示する。
 　後半で、次のように述べている。
 「……これらが当該諸ケースであると私は信じる。より現代的な教科書執筆者達の見
解については、私は、Abbott の 13 版 883 頁、14 版 1035 頁、そして Halsbury のイ
































 諸申立人（諸被告）のための諸事務弁護士： Stokes & Stokes，for Allen Pratt & 
Geldard,Cardiff
 エクイティ―上の諸被告（諸原告）のための諸事務弁護士：Metcalfe，Sharpe & Hay
⒀ The Petone,［1917］P. 198 at p. 202．Hill 裁判官は、また 202 頁で、1対物的権利を与
えるいかなる制定法上の規定も適用されないと述べた。Tetley，supra note 5 at p.1224 
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n.43.
⒁ The Andalina, （1886） 12 P.D.1,6 Asp.M.L.C.62; The William F. Safford， （1860）
Lush.69,167　E.R.37．前述したものは、初期のケースである。しかし、対照的に、
The Lyons, （1886－90） 6　Asp.M.L.C.199 を見よ。前もっての許可は得られていない
という事実による。Tetley，supra note 5 at p.1224 n.46．
⒂ Thomas,supra note 5 at pp.272 et seq.
⒃ Tetley，supra note 5 at pp.1227 et seq．
⒄ R.S.C.1985，c.S-9,sect.196（1）は、1995 年連合王国商船法 c.21 の 39 条（1）項と同じ効




note 5 at p.1228 n.64．
⒆ ［1917］P.198．本ケースは、その範囲において制限され、特に、1契約上の譲渡が、1
債務または 1海上リーエンによって支えられる 1クレームからなされうるか否かにつ
いての疑問を、空けたままにされている。Tetley，supra note 5 at p.1229 n.67．
⒇ （1895）4　Ex.C.R.461，469。また、1つの初期のケースを見よ。そこでは、1救助リー
エンおよびクレームの譲渡及び necessaries や賃金のための他の諸クレームの譲渡は拒
否された。The City of Manitowoc， （1879） 5 Q.C.R.108 （Vice-Adm.Ct.,Que.）. Tetley，
supra note 5 at p.1229 n.68．
21 江頭憲治郎「1993 年海上先取特権及び抵当権に関する国際条約・仮訳」海法会誌 37
号 48 頁（1993）。
22 海法会誌 37 号 49 頁等参照。
23 江頭憲治郎「『1993 年海上先取特権及び抵当権に関する国際条約』の成立」海法会誌
37 号 27 頁（1993）。
24 なお、その後、同条 3項は、平成 15 法 134・平成 16 法 147 で一部が改正されている。
25 なお、2016 年 10 月 18 日の商法等改正法案の国会提出前の状況や、フランス、アメリ
カの状況につき、拙稿「船舶先取特権をめぐる諸問題―改正案、とくに目的、代位な
どをめぐって―」京女法学 11 号 85 頁以下（2017）参照。ちなみに、志津田・前掲注
⑷ 264 頁も参照。
